　「要求運動ニュース№１６」（５月２日）に掲載しましたが、昨年までにはなかった「強権的な」内容が記載されている「収支内訳書の提出を求める文章」が、税務署から通知されています。「書類の提出について」と「添付書類提出の再度のお願い」の２種類の文章です。
　こうした文章が発送されたことを受け、足立西民商は、５月１５日に西新井税務署と交渉を行ないました。この交渉には若尾会長はじめ役員・事務局員１１人が参加。東商連事務局・全商連事務局も加わりました。西新井税務署からは総務課長・総務課長補佐が対応しました。
【請願趣旨】
　平成２５年４月、「書類の提出について」とする収支内訳書の提出を強要する文書が足立西民主商工会会員に送られてきました。この文書では、期日までに当税務署まで収支内訳書を提出するよう記されており、また「上記の期限までに、書類をご提出いただけない場合には、調査を実施する場合があり、この調査の結果、申告内容を是正することとなったときは、過少（無）申告加算税が課されることがあります。」とありますが、１９８４年の国会付帯決議では、白色申告収支内訳書の制度の導入に際しては「記帳・記録保存制度及び確定申告書に添付する書面等に関しては、その内容方式等について納税者に過大な負担となることのないよう十分留意するとともに、適正な運用に努めること」「小規模事業者に過大な負担とならないよう、円滑な運用をはかること」として無理な運用を禁じています。
このような経過から、国税庁も「収支内訳書の添付は確定申告受理の要件ではない」と明言しています。つまり、収支内訳書を添付するかどうかは、納税者個々の判断で決めるものであって決して強制されるものではありません。今回の文書は国会決議にも反したものであり、従わない事による不利益な扱いをしないこととする行政指導の趣旨にも反する行き過ぎた指導であり、断じて許されることではありません。

　以上の経過から左記、請願します。

【請願事項】
１、収支内訳書については「納税者に過大な負担とならないように」と定めた国会付帯決議を尊重し、以後このような文書は送付しないこと。また、収支内訳書の強要を行わないこと。

２、収支内訳書の添付がないことを理由とした不利益を与えないこと。

３、本請願に文書で回答すること


■交渉のなかでの税務署からの主な回答は次のとおりです。
「今回の文章は提出を促すための文書。収支内訳書の提出に限らず行なっている。民商会員だけに送っているわけではない」「昨年までの実務処理と変わらない。手続き的には文章がきついからといって変わるものではない」「国税通則法が変わって調査の透明性が決まった。調査であるか、行政指導であるか区分する必要がある。調査に発展する場合はあらかじめ連絡することになるが、今回の文章は税務署からのお願いベースで、行政指導のひとつ」「国会の付帯決議は理解している」「提出しないからといって調査があるわけではない」「東京国税局の指示のもとでおこなっている」
■交渉参加者からは「提出がなければ調査を実施する場合がある」などの文言は、納税者に対して著しく不安を与えるものであり、税務運営方針にある「税務当局が納税者を援助し、指導することが必要であり、我々は常に納税者と一体となって税務を運営していく心がけをもたなければならない。納税者に対して親切な態度で接し、不便を掛けないように努める」と反している。「昨年までの『提出いただきますようお願いします』の文章が『提出してください』になっている。『税務調査にふれた文章』とともに、任意のお願い文書であるならば法的にも問題がでてくるのではないか」などの質問には「いただいた意見については国税局に必ず伝える」ことのみの回答でした。
★交渉の最後に「請願事項」に添って、回答を確認しました。請願事項の(１)の「以後このような文書は送付しないこと」に対しては「やらない訳にはいかない」。「収支内訳書の強要を行なわないこと」に対しては「強要している訳ではない」と回答。(２)の「収支内訳書の添付がないことを理由とした不利益を与えないこと」に対しては「与えているつもりはありませんし、これのみをもって調査を行なうことは手続き上も実務上もありません」と回答。(３)に対しては「従来から口頭で回答させてもらっている」と回答しました。
　各民商や、重税反対地域共闘での申し入れ・交渉の結果について、また情報など、速やかに報告をお願いします。納税者の権利を守るうえで集って話し合うことがいっそう大事になっています。地域への宣伝で「税金の民商」を押し出していましょう。
　東京国税局との交渉は、千葉・神奈川・山梨県連とともに、５月２８日に行ないます。
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